
１　施策の位置づけ

２　施策の評価

％

％

３　主な取組

1

記号

135 5

136 7

137 7

138 7

139 7

140 5

４-１　施策の評価・検証　（建設環境課）

維持

委託料 建設環境課 休・廃止

工事請負費 建設環境課 休・廃止

委託料 建設環境課 休・廃止

工事請負費 建設環境課 休・廃止

目標値
指標（ＫＰＩ）

単
位

基準値 達成値

30.6

基本戦略 ３．安心して暮らし続けられる村をつくります

重点目標 ７．安心して暮らせる基盤整備

主要施策 ７－４．村の命を育む水環境を保全し、適正な供給・管理を行います

担当課
H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

35.0
45.0

建設環境課

水道の有収率 75.0 79.7 79.7 78.1 80.0

水道管の耐震化（耐
震適合管含む）

30.2
40.0

30.2 30.6

　

皆減 Ａ 　

安全な水環境の確保 総合評価

安心・安全な水を安定的に供給することができるよう、老朽化が進行している上下水道管や処理施
設の計画的な更新・耐震化、上下水道関連施設の整備等を進めるとともに、上下水道事業の広域
化・共同化を検討

Ａ

コスト 評価 重点化事務事業名 担当課 成果

し尿投入料 建設環境課

事業の重点化

上下水道施設の適正な維持管理に努める。併せて耐震化を図り、安全な水の安定供
給、下水処理を目指す。上下水道事業の広域化を検討し、効率化を目指す。

維持 Ａ 　

評価視点 評価コメント

その他固定資産 建設環境課 維持

（様式２） 令和４年度　施策評価シート

事業構成の適正

老朽化が進む上下水道施設の長寿命化を進める。大尾沢浄水場は、膜ろ過方式による
浄水設備設置などの建設工事を令和４年度から３年間かけ実施する。ピュアインあさ
ひでは、計画に基づいた耐水化、耐震化を進める。

皆減 Ａ 　

皆減 Ａ 　

皆減 Ａ 　

維持 Ａ
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：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

使用料及び賃借料細節名称し尿投入料

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀使用料及び賃借料 692 ➀使用料及び賃借料 679

予算科目 款 '04 項 '02 目

手 段 塩尻市衛生センター施設利用によるし尿・浄化槽汚泥の処理

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ３．安心して暮らし続けられる村をつくります

重点目標 ７．安心して暮らせる基盤整備

主要施策 ７－４．村の命を育む水環境を保全し、適正な供給・管理を行います

対 象 塩尻市 補助単独 単独

建設環境課

事 業 名 称

概 要

目 的 し尿・浄化槽汚泥の適正な処理 経費区分 経常

'02 開始年度

新/継 継続

目 標 年間１４０ｔ以内の搬入

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 108.46 単位 ｔ 83.27

そ の 他 特 財

一 般 財 源 692 一 般 財 源 679 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 t 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

し尿・浄化槽汚泥の許可業者による合計投入量
108.46ｔ

し尿・浄化槽汚泥の許可業者による合計投入量
83.27ｔ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

許可業者への負担が大きい（高齢化及び車両管
理等）

許可業者への負担が大きい（高齢化及び車両管
理等）

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 1,242 予算額 1,000 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

135令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 1,242 一 般 財 源 1,000 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

・塩尻市衛生センター施設利用契約の締結
・許可業者によるし尿・浄化槽汚泥の運搬

・塩尻市衛生センター施設利用契約の締結
・許可業者によるし尿・浄化槽汚泥の運搬

1 単位目標値 110 単位 t 100 単位
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：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

単位目標値 単位 単位

136令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

財源

（千円）

予算額 0 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止 ✔

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

本工事の事業費が大幅に増えているため、内容
の精査を行い適正かつ必要設備の選別を行い経
費の削減を図る。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

現地調査・測量調査・地質調査を行い浄水場の
基本形策を策定し、少佐設計を行った。

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 2 一 般 財 源 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 31,200 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

10,400
（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ３．安心して暮らし続けられる村をつくります

重点目標 ７．安心して暮らせる基盤整備

主要施策 ７－４．村の命を育む水環境を保全し、適正な供給・管理を行います

対 象 大尾沢浄水場 補助単独 補助金

建設環境課

事 業 名 称

概 要

目 的 大尾沢浄水場建設工事詳細設計業務 経費区分 臨時

01 開始年度

新/継 新規

目 標 水環境の保全と適正な供給・管理

予算科目 款 01 項 01 目

手 段 委託料

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

（簡水資本）細節名称委託料

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀建設工事詳細設計業務 41,602 ➀
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：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

（簡水資本）細節名称工事請負費

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀工事請負費 1,094 ➀

予算科目 款 0 項 0 目

手 段 工事請負

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ３．安心して暮らし続けられる村をつくります

重点目標 ７．安心して暮らせる基盤整備

主要施策 ７－４．村の命を育む水環境を保全し、適正な供給・管理を行います

対 象 JA営農センター敷地 補助単独 単独

建設環境課

事 業 名 称

概 要

目 的 民有地内の水道本管の布設替え工事 経費区分 臨時

0 開始年度

新/継 新規

目 標 道路敷（村有地）への本管移設

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 1,094 一 般 財 源 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

営農センター改築に合わせ、JA敷地内に敷設さ
れていた本管を村道敷きに付け替えを行うこと
で、今後の維持管理を適正に行う。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止 ✔

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 0 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

137令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

単位目標値 単位 単位
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：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

（下水資本）細節名称委託料

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀　委託料 0 ➀　委託料 6,600

予算科目 款 '01 項 '01 目

手 段 業務委託

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ３．安心して暮らし続けられる村をつくります

重点目標 ７．安心して暮らせる基盤整備

主要施策 ７－４．村の命を育む水環境を保全し、適正な供給・管理を行います

対 象 ピュアラインあさひ 補助単独 補助

建設環境課

事 業 名 称

概 要

目 的 ピュアラインあさひの耐水化計画の策定 経費区分 臨時

'01 開始年度

新/継 新規

目 標 災害対応した下水道施設の構築

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 0 一 般 財 源 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 3,300 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

3,300

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

３年度実施予定であったが、国の補正予算により
前倒しで施行している。事業は３年度への繰越。
災害による浸水対策を策定し、災害時に安定した
管理を行えるよう啓作を策定していく。

40年に1度の降雨による浸水被害が想定される
施設は、ピュアラインあさひで浸水想定は1.1mと
なった。災害による浸水対策を策定し、災害時に
安定した管理を行えるよう啓作を策定していく。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

繰越事業 耐水化計画により、施設の耐水化を今後5年以
内に進めていく必要がるが、広域化の検討なども
含め計画を策定する必要がある。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止 ✔

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 0 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

138令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

単位目標値 単位 単位



【朝日村第６次総合戦略】 7 4 1

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

単位目標値 単位 単位

139令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

財源

（千円）

予算額 0 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止 ✔

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題
ストックマネジメント計画による施設改修等は完
了したが、耐水化も含め次のストックマネジメント
計画を策定していく。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

9,700

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

ピュアラインあさひの長寿命化・耐震化を図る。ま
た、マンホールポンプ場の非常通報装置の更
新。

松ノ木マンホールポンプ場のポンプ及び電気設
備の更新工事。

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 30 一 般 財 源 180 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 39,300 地 方 債 9,700 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

30,070
（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ３．安心して暮らし続けられる村をつくります

重点目標 ７．安心して暮らせる基盤整備

主要施策 ７－４．村の命を育む水環境を保全し、適正な供給・管理を行います

対 象 ピュアラインあさひ、マンホールポンプ施設 補助単独 0

建設環境課

事 業 名 称

概 要

目 的 下水道施設の長寿命化事業 経費区分 0

0 開始年度

新/継 新規

目 標 下水道事業の適正な管理運営

予算科目 款 0 項 0 目

手 段 工事請負費

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②工事請負費 15,400

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

（下水資本）細節名称工事請負費

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀工事請負費（繰越） 54,000 ➀工事請負費 19,580



【朝日村第６次総合戦略】 7 4 1

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

単位目標値 単位 単位

140令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

財源

（千円）

予算額 0 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止 ✔

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

向陽台第3期造成工事による下水道施設の固定
資産としての購入

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 0 一 般 財 源 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 11,200 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ３．安心して暮らし続けられる村をつくります

重点目標 ７．安心して暮らせる基盤整備

主要施策 ７－４．村の命を育む水環境を保全し、適正な供給・管理を行います

対 象 向陽台第３期造成地内下水道施設の購入 補助単独 0

建設環境課

事 業 名 称

概 要

目 的 固定資産購入 経費区分 0

0 開始年度

新/継 新規

目 標 下水道資産の適正な管理

予算科目 款 0 項 0 目

手 段 土地開発公社からの購入

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

（下水資本）細節名称その他固定資産

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀固定資産購入費 11,200 ➀


